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住宅・土地統計調査 調査票新旧対照表（案） 

 

【調査票甲・乙】 

Ⅱ 世帯の家計を主に支える人について 

   旧６ 東日本大震災による転居 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

 

 

【削除】 

 

 

（変更案） 

調査事項の削除 

（変更理由） 

東日本大震災により新規に追加した設問で、平成 30年時にはすでに７年が経過しているため削除する。 

 資料２－１ 
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６ 現住居への入居時期 

 

 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

 

 

 

 

（変更案） 

・「平成 25 年」、「24 年」、「23 年」、「22 年」、「21 年」、「18～20 年」、「13～17 年」、「８～12 年」及び「３～７年」の区分を、「平成 30 年」、「29 年」、「28

年」、「27年」、「26年」、「23～25年」、「18～22年」、「13～17年」及び「３～12年」に変更 

 ・「※生まれたときから住んでいる場合は 出生時を入居時期とします」の注釈を追加 

（変更理由） 

 ・調査時点の推移に対応した区分に変更する。 

 ・注釈の内容については、「調査票の記入のしかた」にも掲載しているところであるが、より強調して表示し世帯が分かりやすいように調査票にも併記す

る。 
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７ 前住居 

（ア）どこに住んでいましたか 

 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

【削除】 

 

 

（変更案） 

  調査事項の削除 

（変更理由） 

  結果の使用状況を見ても相対的に利用が少ないこと、また、住宅・土地分野における政策的にも結果利用上の必要性が確認できないことから、記入者

負担軽減を図るため削除する。 

  なお、世帯移動については、国勢調査で５年前の居住地を調査していることから、代替可能である。 
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Ⅲ 現住居について 

８ 建物の構造 

 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

【新規】 

 

 

（新規理由） 

建物の構造について把握するため、調査票甲・乙において新規に追加する。 
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９ 居住室 

12 床面積  ※調査票乙：13 

 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

  

  

（変更案） 

  説明文章の一部を図に変更 

（変更理由） 

平成 25年調査時に「９ 居住室」において「畳」に加え、「平方メートル」による回答も可能とした項目であるが、前回調査の結果、「12 床面積」と

の割合「居住室の延べ面積に対する割合」が大きい住宅が大幅に増加したところである。 

そのため、「調査票の記入のしかた」などの拡充も図りつつ、図を調査票に挿入し、「９ 居住室」及び「12 床面積」の説明の一部を、視覚的に判断

が可能となるように変更する。 
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13 建築の時期（完成の時期）  ※調査票乙：14 

 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 
 

 

 

 

（変更案） 

  「平成 25年」、「24年」、「23年」、「22年」、「21年」、「18～20年」、「13～17年」、「８～12年」及び「３～７年」の区分を、「平成 30年」、「29年」、「28

年」、「27年」、「26年」、「23～25年」、「18～22年」、「13～17年」及び「３～12年」に変更 

（変更理由） 

  調査時点の推移に対応した区分に変更する。 
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16 省エネルギー設備等  ※調査票乙：17 

（ウ）二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓はありますか 

 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

  

（変更案） 

  設問を、「二重サッシ又は複層ガラスの窓はありますか」を「二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓はありますか」に変更 

（変更理由） 

  近年、省エネルギー住宅の普及の関係で、三重以上のサッシが普及し始めている。そのため、三重以上のサッシの住宅を所有する世帯に対し、回答の

必要性について誤解を与えないため変更する。 
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17 住宅の建て替え 新築 購入などの別  ※調査票乙：18 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

  

（変更案） 

  「中古住宅を購入」を、「リフォーム前の住宅」又は「リフォーム後の住宅」に選択肢区分を分割 

（変更理由） 

  中古住宅の市場がどのような形態を求めているかを知る指標として、リフォーム済みの物件か、未リフォームの物件かが分かる調査をしてほしいとい

う要望があること。また、住生活基本計画（平成 28年 3月 18日閣議決定）においても住宅ストックの活用促進を図ることとされていることから、当該項

目の選択肢区分を分割する。 
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18 平成 26年１月以降の住宅の増改築 改修工事等  ※調査票乙：19 

（ア）住宅の増改築や改修工事等をしましたか 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

（変更案） 

・「平成２１年１月以降の住宅の増改築 改修工事等」を「平成２６年１月以降の住宅の増改築 改修工事等」に変更 

・選択肢区分の「東日本大震災による被災箇所の改修工事をした」を削除 

（変更理由） 

・調査時点の推移に対応した設問に変更する。 

・東日本大震災により新規に追加した設問で、平成 30年時にはすでに７年が経過しているため削除する。 
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Ⅳ 現住居の敷地について 

23 取得方法・取得時期等  ※調査票乙：25 

（イ）いつ買ったり借りたりなどしたのですか 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

  

 

 

（変更案） 

  「平成 25年」、「24年」、「23年」、「22年」、「21年」、「18～20年」、「13～17年」、「８～12年」及び「３～７年」の区分を、「平成 30年」、「29年」、「28

年」、「27年」、「26年」、「23～25年」、「18～22年」、「13～17年」及び「３～12年」に変更 

（変更理由） 

調査時点の推移に対応した区分に変更する。 
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【調査票甲のみ】 

 Ⅴ 現住居以外の住宅及び土地の所有について 

24 現住居以外の住宅 

（ア）所有していますか、（イ）住宅の種類 

 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

【新規】 

 

 

（新規理由） 

現在、社会的に問題となっている「空き家」について、所有者がどのような用途で所有しているかを把握するために新規に追加する。 
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【調査票乙のみ】 

 Ⅲ 現住居について 

11 現住居の名義 

 

 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

  

（変更案） 

 ・設問を「名義人」から「現住居の名義」に変更 

 ・「※所有地分は除く」の注釈を追加 

 ・設問の区分「その他」を「その他（住居又は生計をともにしていない者）」に変更 

（変更理由） 

 ・名義人という表現が分かりにくいという意見があったことから「現住居の名義」と変更する。 

・調査票乙では、「23 所有地の名義」も調査しており、本項目では現住居についてのみ記入するということを強調するために注釈を追加する。 

・選択肢区分が分かりにくい可能性があるとの指摘があったため、「その他」は、住居又は生計をともにしていない者全て該当するということが明確に分

かるように変更する。 
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 Ⅳ 現住居の敷地について 

23 所有地の名義 

 

 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

  

（変更案） 

 ・設問を「名義人」から「所有地の名義」に変更 

 ・設問の区分「その他」を「その他（住居又は生計をともにしていない者）」に変更 

（変更理由） 

・名義人という表現が分かりにくいという意見があり、調査票乙では「11 現住居の名義」も調査していることから、本項目では所有地の名義ということ

を強調するために変更する。 

・選択肢区分が分かりにくい可能性があるとの指摘があったため、「その他」は、住居又は生計をともにしていない者全て該当するということが明確に分

かるように変更する。 
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 Ⅴ 現住居以外の住宅の所有について 

26 現住居以外の住宅 

 （イ）何戸所有していますか、（ウ）床面積の合計（延べ面積）は何平方メートルですか 

 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

  

 

 

 

（変更案） 

・所有している住宅について、「居住世帯のある住宅」、「居住世帯のない住宅」の項目に分け、「居住世帯のある住宅」では、「親族居住用」、「貸家用」、「売

却用」、「その他」の区分とし、居住世帯のない住宅では、「二次的住宅・別荘用」、「貸家用」、「売却用」、「その他」の区分に変更 

・「（ウ）床面積の合計（延べ面積）は何平方メートルですか」の削除 

（変更理由） 

・「居住世帯のある住宅」、「居住世帯のない住宅」を明確に分け、現在、社会的に問題となっている「空き家」について、所有者がどのような用途で所有

しているかを把握するために変更する。 

・結果の使用状況を見ても相対的に利用が少ないこと、また、住宅・土地分野における政策的にも結果利用上の必要性が確認できないことから、記入者 

負担軽減を図るため削除する。 
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 Ⅵ 居住世帯のない住宅の所有状況 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

【新規】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規理由） 

  「空き家」について、所有者から「質」に関するデータを把握するため新規に追加する。 
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   27 住宅の所在地 

   28 建て方 

 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

【新規】 

 

（新規理由） 

「空き家」の所在地を把握するために新規に追加する。 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

【新規】 

 

（新規理由） 

「空き家」についての政策の企画立案にあたり、「建て方」と「建築の時期」を組み合わせて、「建物の質」に関する情報を得ることが出来るため、新

規に追加する。 
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  29 取得方法 

  30 建築の時期 

 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

【新規】 

 

（新規理由） 

「空き家」についての政策の企画立案にあたり、「取得方法」を調査することにより、「空き家」を取得することとなった経緯について、居住世帯のな

い期間などの項目と組み合わせた分析を行うことが出来るため、新規に追加する。 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

【新規】 

 

（新規理由） 

「空き家」についての政策の企画立案にあたり、「建て方」と「建築の時期」を組み合わせて、「建物の質」に関する情報を得ることが出来るため、新

規に追加する。 
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 31 居住世帯のない期間 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

【新規】 

 

（新規理由） 

「空き家」についての政策の企画立案にあたり、「空き家」の「建物の質」などと組み合わせることにより、「空き家」の「建物の質」と「居住世帯の

ない期間」の相関関係が分析可能となるため、新規に追加する。 
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Ⅶ 現住居以外の土地の所有について 

32 現住居以外の土地 

 （イ）土地の種類及び所有総数 

 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

 
 

 

 

（変更案） 

「農地・山林」を「農地」及び「山林」に変更 

（変更理由） 

平成 25年調査時に、所有する全区画等について詳細を把握する方法から、面積の大きい順に一定の区画等までのみを把握する方法とすることとしたが、

農地と山林が混在していることから、農地と山林の所有総数を明確にするため変更する。 
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  38 土地の利用現況 

 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

  

（変更案） 

・「利用していない（空き地・原野など）」を「利用していない（空き地）」に変更し、「その他（原野など）」を追加 

・「住宅用地・事業用地」の区分の追加 

（変更理由） 

・土地の利用現況は、土地がどのように利用されているかを知る上での重要な項目であり、「空き地」と「その他（原野など）」を分割することで、より

土地政策の企画立案に資することが可能となるため変更する。 

・「住宅用地・事業用地」の区分を明確にするため変更する。 
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 Ⅸ 現住居の敷地以外に所有する農地、Ⅹ 現住居の敷地以外に所有する山林 

  40 農地の所在地 、41 面積の合計 、42 山林の所在地 、43 面積の合計 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

  

（変更案） 

平成 25 年調査時は農地・山林を分別せずに調査していたが、設問「32 現住居以外の土地（イ）土地の種類及び所有総数」で、前回の「農地・山林」

を「農地」及び「山林」に分割したため、当該調査事項も各々に分割 

（変更理由） 

世帯が所有している農地と山林の面積の大きい区画から記入する方式では正確な面積を推計することが困難であるため、農地と山林を別々に変更する。 
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【建物調査票】 

（２）住宅の種類 

 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

 

 

 

 

 

 

（変更案） 

  「専用住宅」をさらに「公営住宅」又は「公営住宅ではない」に分割 

（変更理由） 

居住世帯のない住宅については、より正確な結果を得ること及び住宅政策においても公営住宅か否かは重要な指標になることから、「専用住宅」を「公

営住宅」か「公営住宅ではない」に分割する。 
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（８）建物内総住宅数 

 

 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更案） 

「建物内総住宅数」の桁数について、「千の位」を追加 

（変更理由） 

１棟で 1,000 住戸以上の大型マンションについては、すでに都市部を中心に普及しているため、実態に合わせて「千の位」を追加する。 
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共同住宅のみ記入 （12）敷地面積 、（13）建築面積 

 

 

平成 30年調査（案） 平成 25年調査 

【削除】 

 

 

 

（変更案） 

調査事項の削除 

（変更理由） 

調査員では、外観からの判断が困難であること、地方公共団体からも困難である旨の意見があること、結果の利用状況を見ても相対的に利用が少ない

こと、また、住宅・土地分野における政策的にも結果利用上の必要性が確認できないことから、記入者負担軽減を図るため削除する。 




